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  平成19年11月15日 

株 主 各 位  

 静 岡 県 富 士 宮 市 上 井 出 2266 番 地

 株式会社エッチ・ケー・エス
 代表取締役社長 長谷川 浩 之

第34期定時株主総会招集ご通知 

拝啓 ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 
 さて、当社第34期定時株主総会を下記のとおり開催いたします
ので、ご出席くださいますようご通知申し上げます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、後記の「議決権の代理行使の勧誘に関する
参考書類」をご検討くださいまして、同封の委任状用紙に議案に対する賛否をご
表示いただき、ご押印のうえ、折り返しご送付くださいますようお願い申し上げ
ます。 

敬 具 
記 

１．日   時  平成19年11月30日（金曜日）午前10時 
２．場   所  静岡県富士宮市宮町14番２号 

富士宮市民文化会館 小ホール 

 
会場を変更いたしましたので、ご注意願います。 
末尾の会場ご案内図をご参照ください。 

 

３．会議の目的事項 
報 告 事 項 １．第34期（平成18年９月１日から平成19年８月31日まで） 

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役
会の連結計算書類監査結果報告の件 

２．第34期（平成18年９月１日から平成19年８月31日まで） 
計算書類報告の件 

決 議 事 項 
第１号議案 剰余金処分の件 
第２号議案 取締役６名選任の件 
第３号議案 監査役１名選任の件 
第４号議案 退任取締役および退任監査役に対する退職慰労金贈呈の件 
 第２号から第４号議案に関する議案の概要は後記参考書類に記載のとお
りであります。 

以 上 
 
 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の委任状用紙を会場受付にご提出くださ
いますようお願い申し上げます。 
 なお、事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、イン
ターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.hks-power.co.jp/）に
掲載させていただきます。 
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（添付書類） 
 

事業報告 

平成18年９月１日から 
平成19年８月31日まで 

 

１．企業集団の現況 

(1) 当連結会計年度の事業の状況 

① 事業の経過および成果 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、堅調な個人消費と好調な企業業

績を背景とした設備投資の増加により、ゆるやかに成長してきました。海

外においては、米国では住宅投資が低迷するとともに、ガソリン価格上昇

の影響により個人消費の伸び率が低下しました。英国では景気が堅調に推

移し、タイ国では、政治経済情勢の不透明感から内需が低迷しました。 

 このような状況のもと、日本国内においては、電子商品の販売が増加し

ましたが、冷却関連商品の販売が低調だったことにより、アフターパーツ

の売上高が前期実績を下回りました。また、超軽量小型飛行機用エンジン

の販売は順調に伸びましたが、受託開発売上は減少し、自動車メーカー向

けの部品売上は自動車メーカーの繁忙期がピークを過ぎたことにより前期

実績を下回りました。一方、海外においては、米国における販売が新製品

の投入効果で増加し、英国における販売はほぼ前期並みとなり、アジアに

おいては、タイ国での販売は低調でしたが、周辺諸国への輸出が増加しま

した。 

 この結果、当連結会計年度における連結売上高は8,357百万円（前期比

2.1％増加）となりました。 

 利益面では、売上高は増加しましたが、製品在庫を圧縮するための生産

調整による工場操業度の低下、素材価格の急騰による材料コストの上昇、

および本年10月から本格的出荷を開始したマリンジェット用スーパー

チャージャーの量産準備費用が発生したことによる製造原価の上昇に加え

て、自動車メーカー向けの部品売上の減少と米国における売上総利益率の

低下による影響により、売上総利益が減少しました。また、サービスセン

ターの小売販売強化のために行った店舗改装費用や、英国での営業体制強

化費用の増加等により費用が増加したため、経常利益が減少しました。 

 特別利益として保険金収入が発生しましたが、特別損失として減損損失

が発生したほか、法人税等調整額が役員退職慰労引当金にかかわる繰延税
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金資産の減少により増加しました。 

 この結果、営業損失は47百万円（前期は187百万円の営業利益）、経常

損失は９百万円（前期は214百万円の経常利益）、当期純損失は166百万円

（前期は25百万円の当期純利益）となりました。 

 

 所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

（日本） 

 売上高は、国内向けでは、電子商品の販売が増加しましたが、冷却関

連商品の販売が低調だったことにより、アフターパーツの売上高が前期

実績を下回りました。また、超軽量小型飛行機用エンジンの販売は順調

に伸びましたが、受託開発売上は減少し、自動車メーカー向けの部品売

上は、自動車メーカーの繁忙期がピークを過ぎたことにより前期実績を

下回りました。一方、海外向けでは、アジアを中心とした海外子会社向

けの売上高が増加しました。 

 この結果、売上高は7,224百万円と前期に比べて19百万円の増加とな

りました。 

 営業利益については、製品在庫を圧縮するための生産調整による工場

操業度の低下、素材価格の急騰による材料コストの上昇、および本年10

月から本格的出荷を開始したマリンジェット用スーパーチャージャーの

量産準備費用が発生したことによる製造原価の上昇に加えて、自動車

メーカー向けの部品売上が減少したため、売上総利益が減少しました。

また、サービスセンターの小売販売強化のために行った店舗改装費用等

により費用が増加したため、営業利益は104百万円と前期に比べて210百

万円減少しました。 

 

（北米） 

 売上高は、ガソリン価格の高騰や規制強化によりパフォーマンスパー

ツの全体需要が伸び悩む中で、新製品の投入効果により販売が増加する

とともに、福祉車両用部品の単発的な受注があったことにより増加し、

1,390百万円と前期に比べて166百万円の増加となりました。 

 営業利益は、市場競争激化に伴い売上総利益率が減少しましたが、売

上高の増加や、広告宣伝費の絞込みを行うなど販売費を圧縮した結果、

15百万円と前期に比べて７百万円増加しました。 
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（欧州） 

 売上高は、現地特別仕様車用の部品売上が減少し、現地通貨ベースで

の売上高は若干減少しましたが、ポンドが前期に比べて円安で推移した

ことにより、511百万円と前期に比べて32百万円の増加となりました。 

 営業利益は、売上高の減少と営業体制強化のための費用が増加したこ

とにより、24百万円と前期に比べて37百万円の減少となりました。 

 

（アジア） 

 日本向けの現地調達部品の販売が円安の影響により減少するとともに、

タイ国内での販売は政情不安や洪水等の影響により低調でしたが、営業

と開発が連携をより強化した販売活動を行った結果、周辺諸国への輸出

が増加し、506百万円と前期に比べて134百万円の増加となりました。 

 営業利益は、バーツ高による輸出利益率の減少と営業活動費の増加に

より、31百万円と前期に比べて10百万円の減少となりました。 

 

② 設備投資の状況 

 当連結会計年度中において実施した企業集団の設備投資額は418百万円

であり、その主なものは、生産設備の増強、更新ならびに新製品開発に伴

う金型取得であります。なお、その所要資金の全額を自己資金によりまか

なっております。 

 

③ 資金調達の状況 

 当連結会計年度において、募集株式発行および社債発行等の資金調達は

行っておりません。 

 

④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況 

 該当事項はありません。 

 

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況 

 該当事項はありません。 

 

⑥ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状

況 

 該当事項はありません。 
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⑦ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況 

 該当事項はありません。 

 

(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況 

期  別
項 目 

第 31 期 
平成16年８月期

第 32 期 
平成17年８月期

第 33 期 
平成18年８月期

第 34 期 
平成19年８月期 

売 上 高 (百万円) 7,692 7,940 8,183 8,357 

経 常 利 益 (百万円) 46 211 214 － 

経 常 損 失 (百万円) － － － 9 

当 期 純 利 益 (百万円) － 142 25 － 

当 期 純 損 失 (百万円) 385 － － 166 

１株当たり当期純利益 （円） － 27.28 5.15 － 

１株当たり当期純損失 （円） 77.11 － － 33.12 

純 資 産 (百万円) 8,070 8,229 8,323 8,182 

１株当たり純資産額 （円） 1,606.68 1,637.69 1,647.33 1,623.89 

総 資 産 (百万円) 11,180 11,566 11,486 11,517 

（注）１．１株当たり当期純利益および１株当たり当期純損失は、期中平均発行済株式数

（自己株式数を控除した株式数）により算出しております。 

２．１株当たり当期純利益および１株当たり当期純損失の算出にあたっては、「１

株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）および「１株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４

号）を適用しております。 

３．第33期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 

(3) 重要な親会社および子会社の状況 

① 親会社との関係 

 該当事項はありません。 
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② 重要な子会社の状況（平成19年８月31日現在） 

会 社 名 資 本 金 議 決 権 比 率 主 要 な 事 業 内 容 

HKS USA,INC. 
千米ドル
2,664

％
100.0 

自動車関連部品の販売 

HKS EUROPE LIMITED 
千英ポンド

573 100.0 自動車関連部品の販売 

HKS(Thailand)Co.,Ltd. 
千タイバーツ

8,000 ※ 73.9 自動車関連部品の販売 

LIFECARE MOBILITY,INC. 
千米ドル

200
100.0 自動車関連部品の販売 

㈱エッチ  ケー  エス 
北 海 道 サ ー ビ ス 

千円
70,000 100.0 自動車関連部品の販売 

㈱エッチ・ケー・エス 
ア ビ エ ー シ ョ ン 

千円
30,000 100.0 超軽量小型飛行機用エンジンの販売 

日 生 工 業 ㈱ 
千円

50,000
100.0 自動車関連部品の加工 

㈱エッチ・ケー・エス 
テクニカルファクトリー 

千円
40,000 100.0 自動車関連部品の販売 

（注） ※印は、間接所有による持分を含む比率です。 

 

(4) 対 処 す べ き 課 題 

 当社は、平成16年に策定した中長期プラン『Challenge 100』のもとで毎

年３ヶ年計画のローリングを行い、長期安定的な経営基盤の確立に向けた各

種施策を展開しております。 

 

 中期３ヶ年計画に掲げる主な課題および施策は次のとおりであります。 

① 安定的な事業基盤の確立 

 経営資源を強化・集中し、なかでも既存事業の収益力を回復かつ高める

ことにより、長期的かつ安定した収益体質を構築いたします。 

 主力である国内向けのアフターパーツ事業では、１）お客様のニーズに

合った商品の提供、２）商品群ごとの製販技一貫体制の構築、３）製造コ

スト低減による商品力の強化に注力してまいります。 

 また、ＨＫＳブランドを更に高めていくために、品質向上活動を推進す

ることにより、信頼される商品づくりに注力してまいります。 
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② 海外市場の拡大 

 マーケットの特性に合った商品開発を強化し、米国市場を中心とした売

上の拡大を進めてまいります。 

 欧州市場においては、英国の営業拠点をベースとして周辺諸国への販売

活動を強化し、事業規模の拡大を推進いたします。 

 アジア市場においては、製販技の連携体制をより強化した販売活動を展

開し、周辺諸国への販売拡大を推進いたします。 

 

③ 新規事業の収益貢献の早期化 

 当社における商品事業としての最低規模である、２億円を超える売上高

の早期達成に向けた施策を推進し、事業基盤の多軸化を推進してまいりま

す。 

 

(5) 主 要 な 事 業 内 容（平成19年８月31日現在） 

 当社グループは、アフターマーケット向け自動車部品およびレース用エン

ジン、軽量小型エンジン等の製造および販売を行っております。 

 主要な品目は、次のとおりであります。 

区 分 主 要 品 目 

自 動 車 部 品 
マフラー、電子関連製品、ターボ関連製品、サスペンション
関連製品、用品関連製品等 

レ ー ス 用 エ ン ジ ン 、 
軽 量 小 型 エ ン ジ ン レースエンジンチューニング、超軽量小型飛行機用エンジン 

 



 

－  － 
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(6) 主要な営業所および工場（平成19年８月31日現在） 

本社：静岡県富士宮市上井出2266番地 

工場：本社工場（富士宮市）、富士宮工場 当社 

営業所・事務所：札幌、仙台、東京（埼玉県戸田市）、
名古屋、大阪（箕面市）、福岡 

HKS USA,INC. 米国カリフォルニア州 

HKS EUROPE LIMITED 英国ケンブリッジシャー州 

HKS(Thailand)Co.,Ltd. タイ国サムトプラカーン市 

LIFECARE MOBILITY,INC. 米国カリフォルニア州 

㈱エッチ ケー エス 
北海道サービス 

北海道札幌市、北海道帯広市 

㈱エッチ・ケー・エス 
アビエーション 静岡県富士宮市 

日生工業㈱ 東京都大田区、埼玉県本庄市 

㈱エッチ・ケー・エス 
テクニカルファクトリー 埼玉県戸田市 

 

(7) 使 用 人 の 状 況（平成19年８月31日現在） 

① 企業集団の使用人の状況 

使用人数（名） 前連結会計年度末比増減（名） 

390（46） △36（△3） 

（注） 使用人数は就業員数であり、パートおよびアルバイトは（ ）内に年間の平均人

員を外数で記載しております。 

 

② 当社の使用人の状況 

使 用 人 数 （ 名 ） 前期末比増減（名） 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数 

302（44） △7（△3） 34歳９ヶ月 11年０ヶ月 

（注） 使用人数は就業員数であり、パートおよびアルバイトは（ ）内に年間の平均人

員を外数で記載しております。 

 



 

－  － 
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(8) 主要な借入先の状況（平成19年８月31日現在） 

借 入 先 借 入 額 

株 式 会 社 静 岡 銀 行 499百万円 

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 303百万円 

 

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項 

 該当事項はありません。 

 



 

－  － 
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２．会 社 の 状 況 

(1) 株 式 の 状 況（平成19年８月31日現在） 

① 発 行 可 能 株 式 総 数 19,562,000株 

② 発 行 済 株 式 の 総 数 5,022,000株 

③ 株 主 数 562名 

④ 発行済株式の総数の10分の１以上の数の株式を保有する株主 

当 社 へ の 出 資 状 況 
株 主 名 

持 株 数 出 資 比 率 

長 谷 川  浩  之 1,865千株 37.2％ 

（注） 出資比率は自己株式（500株）を控除して計算しております。 

 

(2) 新株予約権等の状況 

① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の

状況 

 該当事項はありません。 

 

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約

権の状況 

 該当事項はありません。 

 

(3) 会 社 役 員 の 状 況（平成19年８月31日現在） 

① 取締役および監査役の状況 

役 名 氏 名 担当および他の法人等の代表状況 

代 表 取 締 役 社 長 長 谷 川  浩  之
㈱ エ ッ チ ・ ケ ー ・ エ ス  ア ビ エ ー シ ョ ン 
代表取締役社長、日生工業㈱代表取締役社長 

常 務 取 締 役 北 川 五 一 事 業 開 発 部 長 

取 締 役 豊 田  潤 海 外 子 会 社 担 当 

取 締 役 松 本 典 彦
海 外 営 業 部 長 
HKS(Thailand)Co.,Ltd.取締役社長 

常 勤 監 査 役 佐 野 洪 二  

監 査 役 戸 塚  聰  

監 査 役 塩 川 修 治 塩 川 内 外 特 許 事 務 所 

（注） 常勤監査役 佐野洪二氏および監査役 塩川修治氏は、社外監査役であります。 



 

－  － 
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② 事業年度中に退任した取締役および監査役の状況 

退任時の会社
における地位

氏 名 
退 任 時 の 担 当 お よ び
他の法人等の代表状況等

退 任 日 

常 務 取 締 役 伊 東 光 司 経 営 企 画 室 長 平成18年11月７日 

取 締 役 髙 橋  脩 機 械 加 工 部 長 平成19年５月31日 

（注）１．常務取締役 伊東光司氏は、死亡による退任であります。 

２．取締役 髙橋 脩氏は、辞任による退任であります。 

 

③ 取締役および監査役の報酬等の総額 

区 分 支 給 人 員 支 給 額 

取 締 役 ５名 56百万円 

監 査 役 
（う ち 社 外 監 査 役） 

３名
（２名）

６百万円 
（５百万円）

合 計 ８名 62百万円 

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

２．支給額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当額を含めております。 

３．取締役の報酬限度額は、平成８年11月26日開催の定時株主総会決議において年

額204百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいてお

ります。 

４．監査役の報酬限度額は、平成８年11月26日開催の定時株主総会決議において年

額36百万円以内と決議いただいております。 

５．上記のほか、平成18年11月29日開催の定時株主総会決議に基づき、役員退職慰

労金を下記のとおり支給しております。 

退任監査役 １名 ７百万円 

 

④ 社外役員に関する事項 

イ．他の会社との兼任状況（他の会社の業務執行者である場合）および当

社と当該他の会社との関係 

・監査役 佐野洪二氏は、アンビック株式会社の取締役を兼務しており

ます。なお、当社とアンビック株式会社との間に取引関係はありませ

ん。 

・監査役 塩川修治氏は、塩川内外特許事務所を経営しております。な

お、当社は塩川内外特許事務所に特許出願等の業務委託を行っており

ます。 



 

－  － 
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ロ．当事業年度における主な活動状況 

ａ．取締役会および監査役会への出席状況 

取締役会（17回開催） 監査役会（14回開催） 
 

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率 

監 査 役 佐 野 洪 二 13回 100％ 11回 100％ 

監 査 役 塩 川 修 治 12回 71％ 14回 100％ 

・監査役 佐野洪二氏は、平成18年11月29日開催の第33期定時株主総

会において、新たに監査役に選任されたため、就任以降の出席率を

記載しております。 

ｂ．取締役会・監査役会における発言状況 

・監査役 佐野洪二氏および監査役 塩川修治氏は、社外監査役とし

て取締役会および監査役会において、それぞれ意思決定の妥当性・

適正性を確保するため助言・提言を行っております。 

ハ．責任限定契約の内容の概要 

 当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当

該契約に基づく賠償責任限度額は、法令に定める最低責任限度額となっ

ております。 

 

(4) 会計監査人の状況 

① 名称    監査法人トーマツ 

 

② 報酬等の額 

 支 払 額 

イ．会計監査人の報酬等の額 14百万円 

ロ．会社および子会社が支払うべき金銭等の合計額 14百万円 

 



 

－  － 
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③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

 監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役全員の同意により、会計監査人を解任いた

します。 

 また、当社は、会計監査人が職務を適正に遂行することが困難と認めら

れる場合には、監査役会の同意または請求により、会計監査人の解任また

は不再任に関する議案を株主総会に提出いたします。 

 

(5) 業務の適正を確保するための体制 

① 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制 

・取締役および使用人は、「倫理行動規範」に定める行動基準にしたがっ

て、法令・定款を遵守して職務を執行する。 

・取締役会は、事業活動に係る法規制等を遵守するために必要な組織・体

制を整備して、当社グループにおけるコンプライアンスを推進する。 

・取締役は、事業活動の遂行に関連して、重大な法令・定款に違反する恐

れのある事実を発見した場合には、速やかに取締役会に報告する。 

・内部監査人は、当社および子会社の業務監査を行い、業務プロセスの有

効性・適切性を監査するとともに、コンプライアンスの状況を監査し、

代表取締役に報告する。 

 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

・取締役の職務執行に係る文書等の情報については、法令および社内規程

に基づいて、適切に保存・管理する。 

・取締役および監査役は、取締役の職務の執行状況を確認するため、前項

の文書等の情報をいつでも閲覧できるものとする。 

 

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

・当社を取り巻く各種のリスクに機動的に対応するため、コンプライアン

ス、企業倫理、ＩＲ、環境保護をはじめとする企業の社会的責任全般に

ついて統括する組織として、ＣＳＲ委員会を設置する。 

・取締役は、職務執行の過程で発生するリスクについて、業務部門ごとに

リスク管理体制を整備し、損失の早期発見と未然防止を図る。 

・突発的な災害については、代表取締役を本部長とする災害対策本部を設

置し、迅速かつ機動的な対応を行うことにより、損失の拡大を防止する。 



 

－  － 
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・取締役会は、取締役の職務分担を明確にするとともに、責任と権限が明

確な体制・規程を整備する。 

・毎月１回定時取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開

催し、事業活動に係る重要事項の決定および取締役の職務の執行状況の

報告を行う。 

・取締役会は、中期経営計画および単年度の経営計画を策定して全社的な

目標設定を行い、定時取締役会において、目標達成に向けた取締役の職

務の執行状況を確認することにより、経営環境の変化に対応した迅速な

意思決定を行う。 

 

⑤ 当社ならびに子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制 

・当社は、子会社の経営の自主性・独立性を尊重するとともに、当社グ

ループ全体の経営の効率的な運営と適法かつ適正な業務を遂行するため

の指導・支援を行う。 

・子会社の取締役または監査役のうち１名以上は当社の取締役または使用

人を選任し、子会社における職務執行の監督または監査を行う。 

・子会社は、当社と定期的に会議を開催し、当社グループに影響を及ぼす

重要な経営事項について報告および協議を行う。 

・当社の監査役および内部監査人は、子会社の業務執行の適法性ならびに

業務プロセスが適正であるかを確認するため、必要に応じて子会社の調

査を行い、または報告を求めることができる。 

 

⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項 

・監査役会が監査役の職務を補助すべき使用人の設置を求めた場合には、

監査役会と協議の上、必要な人員を配置する。 

・監査役の職務を補助すべき使用人を設置した場合、取締役からの独立性

を確保するため、当該使用人の人事異動および人事考課は、監査役会と

協議して決定する。 

 



 

－  － 
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⑦ 監査役に報告するための体制およびその他監査役の監査が実効的に行わ

れることを確保するための体制 

・毎月１回開催される取締役会に原則として監査役全員が出席するととも

に、常勤監査役は取締役会および会社の重要な意思決定を審議する各種

会議に出席し、業務の執行が適正に行われているかを監視する。 

・取締役および使用人は、当社に著しい損害を及ぼす事実が発生し、また

は発生する恐れがある事実や、取締役および使用人による重大な違法ま

たは不正な行為があることを知った場合には、速やかに監査役に報告す

る。 

・監査役および内部監査人は、監査役会で決定した年度監査計画に基づい

た業務監査を連携して行うとともに、必要に応じて随時情報の交換を行

うことにより相互の連携を高める。 

・内部監査人は、監査役から請求があった場合には、監査報告書を提出し、

また必要に応じて説明を行う。 

 



 

－  － 
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連 結 貸 借 対 照 表 

（平成19年８月31日現在） （単位：千円） 
   

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 負 債 （2,385,414）

支払手形及び買掛金 1,052,276 

短 期 借 入 金 536,606 

未 払 法 人 税 等 25,503 

賞 与 引 当 金 93,294 

そ の 他 677,733 

固 定 負 債 （949,345）

長 期 借 入 金 624,154 

繰 延 税 金 負 債 1,109 

退 職 給 付 引 当 金 198,652 

役員退職慰労引当金 125,430 

負 債 合 計 3,334,760 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 （7,994,112）

資 本 金 878,750 

資 本 剰 余 金 963,000 

利 益 剰 余 金 6,152,614 

自 己 株 式 △    252 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 （160,268）

その他有価証券評価差額金 10,472 

為替換算調整勘定 149,796 

少 数 株 主 持 分 （28,312）

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

た な 卸 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び運搬具 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

（5,878,518）

2,396,735

1,186,809

2,039,972

162,903

155,933

△  63,836

（5,638,934）

（4,972,598）

1,870,122

873,542

1,996,855

4,597

227,479

（68,556）

68,556

（597,780）

72,330

28,693

367,554

202,800

△  73,599 純 資 産 合 計 8,182,692 

資 産 合 計 11,517,452 負 債 ・ 純 資 産 合 計 11,517,452 

   



 

－  － 
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連 結 損 益 計 算 書 

平成18年９月１日から 
平成19年８月31日まで 

    （単位：千円） 
 
科 目 金 額 

売 上 高 8,357,944 

売 上 原 価 4,989,693 

売 上 総 利 益 3,368,250 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,415,646 

営 業 損 失 47,395 

営 業 外 収 益 71,929 

受 取 利 息 配 当 金 19,807  

受 取 賃 貸 料 1,132  

受 取 ス ポ ン サ ー 料 4,000  

ス ク ラ ッ プ 売 却 収 入 3,451  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 22,556  

そ の 他 20,981  

営 業 外 費 用 34,496 

支 払 利 息 28,242  

為 替 差 損 646  

売 上 割 引 5,355  

そ の 他 252  

経 常 損 失 9,962 

特 別 利 益 38,434 

固 定 資 産 売 却 益 4,896  

保 険 金 収 入 33,537  

特 別 損 失 42,597 

固 定 資 産 売 却 損 430  

固 定 資 産 除 却 損 10,183  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 334  

減 損 損 失 31,648  

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 14,125 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 74,522  

法 人 税 等 調 整 額 65,443 139,965 

少 数 株 主 利 益 （控 除） 12,282 

当 期 純 損 失 166,374 



 

－  － 
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連結株主資本等変動計算書 

平成18年９月１日から 
平成19年８月31日まで 

（単位：千円） 

 株 主 資 本 
 

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計 

平成 18年８月 31日残高 878,750 963,000 6,369,208 － 8,210,958 

当連結会計年度中の変動額   

剰 余 金 の 配 当  △  50,220 △  50,220 

当 期 純 損 失  △ 166,374 △ 166,374 

自 己 株 式 の 取 得  △252 △   252 

株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額(純額)

 － 

当連結会計年度中の変動額合計 － － △ 216,594 △252 △ 216,846 

平成 19年８月 31日残高 878,750 963,000 6,152,614 △252 7,994,112 

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 
 

その他有価証券評価差額金 為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計
少数株主持分 純 資 産 合 計 

平成 18年８月 31日残高 17,313 44,626 61,940 50,409 8,323,308 

当連結会計年度中の変動額   

剰 余 金 の 配 当  △  50,220 

当 期 純 損 失  △ 166,374 

自 己 株 式 の 取 得  △   252 

株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額(純額)

△ 6,841 105,169 98,327 △22,097 76,230 

当連結会計年度中の変動額合計 △ 6,841 105,169 98,327 △22,097 △ 140,615 

平成 19年８月 31日残高 10,472 149,796 160,268 28,312 8,182,692 

 



 

－  － 
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連 結 注 記 事 項 

【連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記】 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の状況 

・連結子会社の数        10社 

・連結子会社の名称       HKS USA,INC. 

HKS EUROPE LIMITED 

HKS(Thailand)Co.,Ltd. 

LIFECARE MOBILITY,INC. 

HKS SP Ltd 

㈱エッチ ケー エス 北海道サービス 

㈱エッチ・ケー・エス アビエーション 

日生工業㈱ 

㈱エッチ･ケー･エス テクニカルファクトリー 

㈱テクニカルファクトリー富士宮 

なお、㈱テクニカルファクトリー富士宮は当連

結会計年度より連結子会社となっております。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法を適用した非連結子会社等の状況 

・持分法適用の非連結子会社または関連会社数 １社 

・主要な会社等の名称       HKS-IT Co.,Ltd. 

 

(2) 持分法を適用していない非連結子会社および関連会社の状況 

・主要な会社等の名称       ㈱エッチ・ケー・エス関西サービス 

・持分法を適用しない理由     持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益お

よび利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しております。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 全ての連結子会社の決算日は６月30日であります。連結計算書類の作成にあたって

は同決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引は、連結

上必要な調整を行っております。 



 

－  － 
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４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

① 有 価 証 券 

そ の 他 有 価 証 券 

時 価 の あ る も の  連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

時 価 の な い も の  移動平均法による原価法 

② た な 卸 資 産 

製品、原材料および仕掛品    主として移動平均法による原価法 

貯 蔵 品    最終仕入原価法 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有 形 固 定 資 産    当社および国内連結子会社は主として定率法（た

だし、平成10年９月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）は定額法）を採用し、海外子

会社は定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は、建物及び構築物３～50

年、機械装置及び運搬具２～13年であります。 

② 無 形 固 定 資 産    ソフトウェア（自社利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採

用しております。 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担

すべき額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度における退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、５年による定額法により、翌連結会計年度から処理して

おります。 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給

額を計上しております。 

 



 

－  － 
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(4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項 

① 外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。なお、海外連結子会社の資産および負債は、

海外連結子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における少数株主持分および為替換算調整勘定に含めて計上しております。 

② リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

③ ヘッジ会計の方法 

・ヘッジ会計の方法 

 為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行っ

ております。 

・ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段………為替予約 

ヘッジ対象………外貨建金銭債権債務等 

・ヘッジ方針 

 主として当社は、外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替

予約取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行っております。 

・ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約の締結時にリスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一

期間の為替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動による

相関関係は完全に確保されているので連結決算日における有効性の評価を省略

しております。 

④ 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 

５．連結子会社の資産および負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産および負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 

 



 

－  － 
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【会計方針の変更】 

（減価償却方法の変更） 

 法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律 平成19年３月30日 法律第６

号）および（法人税法施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30日 政令第83

号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

 これにより、税金等調整前当期純損失は6,242千円増加しております。 

 

【連結貸借対照表に関する注記】 

１．担保に供している資産 

 担保に供している資産およびこれに対応する債務は次のとおりであります。 

 

(1) 担保に供している資産 

 科目 工場財団 その他 

 建物及び構築物 1,379,945千円 222,329千円 

 機械装置及び運搬具 133,159 － 

 土地 1,411,546 161,611 

 有形固定資産その他 7,253 － 

 合計 2,931,904千円 383,940千円 

 

(2) 上記に対応する債務 

 科目 金額  

 短期借入金 297,866千円  

 長期借入金 576,496  

 合計 874,362千円  

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 

6,727,762千円 

 

３．取締役および監査役との間の取引による取締役および監査役に対する金銭債務 

短 期 金 銭 債 務 529千円 

 



 

－  － 
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【連結株主資本等変動計算書に関する注記】 

１．発行済株式の種類および総数に関する事項 
（単位：株）

株 式 の 種 類
前 連 結 会 計 
年度末株式数 

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 
年度末株式数 

普 通 株 式 5,022,000 ― ― 5,022,000 

 

２．自己株式の種類および株式数に関する事項 
（単位：株）

株 式 の 種 類
前連結会計年度
末 株 式 数 

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 株 式 数 

普 通 株 式 ― 500 ― 500 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものでありま

す。 

 

３．剰余金の配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決 議 株式の種類 配当金の総額(千円)
１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日 

平成18年11月29日
定 時 株 主 総 会 普通株式 50,220 10 平成18年８月31日 平成18年11月30日 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度となるもの 

決 議 予 定 株式の種類
配 当 金 の
総額(千円) 配当の原資

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日 

平成19年11月30日
定 時 株 主 総 会 普通株式 50,215 利益剰余金 10 平成19年８月31日 平成19年11月30日 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

１．１株当たり純資産額 1,623円89銭 

 

２．１株当たり当期純損失 33円12銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純損失については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

（注）１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当期純損失 166,374千円 

普通株式に係る当期純損失 166,374千円 

期中平均株式数 5,021千株 

 



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

(24) ／ 2007/11/13 16:40 (2007/11/13 16:40) ／ wk_07411501_02_os2エッチケーエス様_招集_連結貸借対照表_P.doc 

24

【その他の注記】 

１．税効果会計注記 

(1) 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 ① 流 動 の 部   
 （繰延税金資産）   
 未 払 事 業 税 2,052千円  
 貸 倒 引 当 金 5,066  
 賞 与 引 当 金 37,955  
 た な 卸 資 産 評 価 損 63,769  
 一 括 償 却 資 産 8,625  
 連結上の未実現利益の調整 50,245  
 そ の 他 9,691  

 繰 延 税 金 資 産 小 計 177,406  

 評 価 性 引 当 額 △ 14,361  

 繰 延 税 金 資 産 合 計 163,044  

 （繰延税金負債）   
 特 別 償 却 準 備 金 141  

 繰 延 税 金 負 債 合 計 141  

 繰 延 税 金 資 産 の 純 額 162,903  

 ② 固 定 の 部   
 （繰延税金資産）   
 貸 倒 引 当 金 26,431千円  
 退 職 給 付 引 当 金 80,156  
 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 50,623  
 ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 2,456  
 減 損 損 失 40,325  
 繰 越 欠 損 金 341,191  
 連結上の未実現利益の調整 17,427  
 そ の 他 14,619  

 繰 延 税 金 資 産 小 計 573,231  

 評 価 性 引 当 額 △199,114  

 繰 延 税 金 資 産 合 計 374,117  

 （繰延税金負債）   
 その他有価証券評価差額金 6,562  
 そ の 他 1,109  

 繰 延 税 金 負 債 合 計 7,672  

 繰 延 税 金 資 産 の 純 額 366,444  

 

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主

な項目別の内訳 

 当連結会計年度は税金等調整前当期純損失を計上しておりますので、記載を省略

しております。 

 



 

－  － 
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２．退職給付会計注記 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

 確定給付型の制度として、定年退職者（勤続20年以上）を対象とした適格退職年

金制度および退職一時金制度を設けております。 

 

(2) 退職給付債務に関する事項 

 ①退職給付債務 △398,899千円  

 ②年金資産残高 216,596  

 ③未積立退職給付債務 ①＋② △182,302  

 ④未認識数理計算上の差異 △ 16,349  

 ⑤退職給付引当金 ③＋④ △198,652  

（注）一部の連結子会社については、退職給付債務の算出にあたり簡便法を採用し
ております。 

 

(3) 退職給付費用に関する事項 

 ①勤務費用 44,233千円  

 ②利息費用 8,028  

 ③期待運用収益 △ 3,183  

 ④数理計算上の差異の費用処理額 4,566  

 ⑤退職給付費用合計 53,645  

 

(4) 退職給付債務等の計算に関する事項 

 ①割引率 2.0％  

 ②期待運用収益率 1.5％  

 ③退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準  

 ④数理計算上の差異の処理年数 ５年  

 

３．減損損失注記 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を

計上しております。 

 場 所 用 途 種 類 

 静岡県富士宮市他１件 遊 休 資 産 土 地 そ の 他 

 当社グループは、事業用資産について管理会計上の区分を基礎とし、原則として工

場および各営業所単位で、遊休資産は個別物件単位でグルーピングを行っております。 

 上記の資産については、時価が帳簿価額に対して著しく下落しているため、および

資産の使用を中止したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失として特別損失に計上しております。その内訳は土地23,846千円、その他7,802

千円であります。 

 なお、当遊休資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定

評価額または固定資産税評価額を合理的に調整した価額に基づき算定しております。 



 

－  － 
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４．リースにより使用する固定資産注記 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額 

 機械装置及び運搬具 有形固定資産その他 合計 

取得価額相当額 10,248千円 32,226千円 42,474千円

減価償却累計額相当額 6,558 13,123 19,682 

期末残高相当額 3,689千円 19,102千円 22,792千円

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 8,715千円  

 １年超 14,584  

 合計 23,300千円  

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額 

 支払リース料 8,279千円  

 減価償却費相当額 7,802  

 支払利息相当額 545  

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

(5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各連結

会計年度への配分方法については、利息法によっております。 

 

５．金額の表示 

 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 



 

－  － 
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連結計算書類に係る会計監査報告 

 
 独立監査人の監査報告書  

 平成19年10月18日  

 株 式 会 社 エ ッ チ ・ ケ ー ・ エ ス  

 取締役会 御中  

   

 監査法人 トーマツ  

   

 

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 浅 野 裕 史 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 深 沢 烈 光 
  

 

 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エッチ・

ケー・エスの平成18年９月１日から平成19年８月31日までの連結会計年度の

連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資

本等変動計算書について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書

類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社エッチ・ケー・エス及び連

結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 



 

－  － 
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連結計算書類に係る監査役会の監査報告 

 連結計算書類に係る監査報告書  

 
 当監査役会は、平成18年９月１日から平成19年８月31日までの第34期事業

年度に係る連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結株主資

本等変動計算書）に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議

の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下の

とおり報告いたします。 

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、

監査計画等にしたがい、連結計算書類について取締役及び使用人等から報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人が独立の立

場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと

もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応

じて説明を求め、当該事業年度に係る連結計算書類について検討いたしま

した。なお、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す

るための体制」（会社計算規則第159条各号に掲げる事項）を「監査に関す

る品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等にしたがって整

備している旨の通知を受けました。 

２．監査の結果 

 会計監査人監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認め

ます。 

 

 平成19年10月29日  

 株式会社エッチ・ケー・エス 監査役会  

 

常勤監査役 佐 野 洪 二 
監 査 役 戸 塚  聰 
監 査 役 塩 川 修 治 

  

 

 
（注）常勤監査役 佐野洪二及び監査役 塩川修治は、社外監査役でありま

す。 

 

 



 

－  － 
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貸 借 対 照 表 

（平成19年８月31日現在） （単位：千円） 

 資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 負 債 （1,897,587）

支 払 手 形 206,522 

買 掛 金 798,097 

短 期 借 入 金 100,000 

１年内返済予定長期借入金 169,994 

未 払 金 184,541 

未 払 費 用 14,577 

未 払 法 人 税 等 15,213 

未 払 消 費 税 等 22,198 

預 り 金 180,491 

賞 与 引 当 金 71,725 

営 業 外 支 払 手 形 123,366 

そ の 他 流 動 負 債 10,867 

固 定 負 債 （856,754）

長 期 借 入 金 533,402 

退 職 給 付 引 当 金 198,652 

役員退職慰労引当金 124,700 

負 債 合 計 2,754,341 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 （7,509,895）

資 本 金 （878,750）

資 本 剰 余 金 （963,000）

資 本 準 備 金 963,000 

利 益 剰 余 金 （5,668,398）

利 益 準 備 金 42,187 

その他利益剰余金 （5,626,210）

特別償却準備金 188 

別 途 積 立 金 5,639,000 

繰越利益剰余金 △  12,978 

自 己 株 式 （△    252）

評 価 ・ 換 算 差 額 等 （9,087）

その他有価証券評価差額金 9,087 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

製 品 

原 材 料 

仕 掛 品 

貯 蔵 品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 流 動 資 産 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

商 標 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

長 期 貸 付 金 

破 産 債 権 等 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

その他投資その他の資産 

貸 倒 引 当 金 

（4,717,172）

1,629,685

74,245

1,151,999

862,556

529,328

215,107

20,459

19,007

93,493

175,306

△  54,017

（5,556,151）

（4,093,562）

1,104,824

379,193

521,972

54,875

193,745

1,836,552

2,397

（43,374）

30

30,346

12,560

437

（1,419,213）

57,445

652,251

524,293

36,268

61,033

349,046

88,519

△  349,644 純 資 産 合 計 7,518,982 

資 産 合 計 10,273,324 負 債 ・ 純 資 産 合 計 10,273,324 



 

－  － 
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損 益 計 算 書 

平成18年９月１日から 
平成19年８月31日まで 

    （単位：千円） 
 科 目 金 額 

売 上 高 6,448,344 

売 上 原 価 4,074,645 

売 上 総 利 益 2,373,699 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,578,926 

営 業 損 失 205,227 

営 業 外 収 益 218,134 

受 取 利 息 配 当 金 192,091  

受 取 賃 貸 料 2,724  

受 取 事 務 手 数 料 7,429  

受 取 ス ポ ン サ ー 料 4,000  

ス ク ラ ッ プ 売 却 収 入 3,112  

雑 収 入 8,777  

営 業 外 費 用 14,089 

支 払 利 息 11,125  

為 替 差 損 2,962  

雑 損 失 2  

経 常 損 失 1,182 

特 別 利 益 36,257 

固 定 資 産 売 却 益 2,719  

保 険 金 収 入 33,537  

特 別 損 失 32,882 

固 定 資 産 売 却 損 430  

固 定 資 産 除 却 損 8,271  

投 資 有 価 証 券 評 価 損 334  

減 損 損 失 23,846  

税 引 前 当 期 純 利 益 2,192 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 18,811  

法 人 税 等 調 整 額 55,369 74,181 

当 期 純 損 失 71,989 



 

－  － 
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株主資本等変動計算書 

平成18年９月１日から 
平成19年８月31日まで 

（単位：千円） 

 株 主 資 本 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金
 

資 本 金
資本準備金

資本剰余金 
合   計 

利益準備金
特別償却準備金 別途積立金 繰越利益剰余金 

利益剰余金
合 計 

平成18年８月31日残高 878,750 963,000 963,000 42,187 813 5,959,000 △211,394 5,790,607 

事業年度中の変動額    

剰 余 金 の 配 当  △ 50,220 △  50,220 

特別償却準備金の取崩  △625 625 － 

別途積立金の取崩  △ 320,000 320,000 － 

当 期 純 損 失  △ 71,989 △  71,989 

自己株式の取得   － 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額 (純額 )

  － 

事業年度中の変動額合計 － － － － △625 △ 320,000 198,416 △ 122,209 

平成19年８月31日残高 878,750 963,000 963,000 42,187 188 5,639,000 △ 12,978 5,668,398 

 

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
 

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計
純 資 産 合 計 

平成18年８月31日残高 － 7,632,357 15,760 15,760 7,648,117 

事業年度中の変動額  

剰 余 金 の 配 当 △  50,220 △  50,220 

特別償却準備金の取崩 － － 

別途積立金の取崩 － － 

当 期 純 損 失 △  71,989 △  71,989 

自己株式の取得 △252 △   252 △   252 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額 (純額 )

△ 6,673 △ 6,673 △  6,673 

事業年度中の変動額合計 △252 △ 122,461 △ 6,673 △ 6,673 △ 129,134 

平成19年８月31日残高 △252 7,509,895 9,087 9,087 7,518,982 

 



 

－  － 
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注 記 事 項 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

１．資産の評価基準および評価方法 

(1) 有 価 証 券 

① 子会社株式および関連会社株式  移動平均法による原価法 

② そ の 他 有 価 証 券 

時 価 の あ る も の  決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

時 価 の な い も の  移動平均法による原価法 

(2) た な 卸 資 産 

① 製品、原材料および仕掛品    移動平均法による原価法 

② 貯     蔵     品    最終仕入原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有 形 固 定 資 産    定率法（ただし、平成10年９月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く）については定額法）に

よっております。 

 なお、主な耐用年数は、建物３～38年、構築物３

～50年、機械装置２～13年、車両運搬具２～６年、

工具器具備品２～20年であります。 

(2) 無 形 固 定 資 産    定額法によっております。 

 なお、ソフトウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき

額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金

資産の見込額に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異は、５年による定額法により、翌事業年度から処理しておりま

す。 



 

－  － 
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(4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく事業年度末要支給額を計上

しております。 

 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) 外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。 

(2) リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

(3) ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を行って

おります。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段………為替予約 

ヘッジ対象………外貨建金銭債権債務等 

③ ヘッジ方針 

 外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約の締結時にリスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期

間の為替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動による相関

関係は完全に確保されているので決算日における有効性の評価を省略しておりま

す。 

(4) 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 

【会計方針の変更】 

（減価償却方法の変更） 

 法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律 平成19年３月30日 法律第６

号）および（法人税法施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30日 政令第83

号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

 これにより、税引前当期純利益は5,323千円減少しております。 

 



 

－  － 
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【貸借対照表に関する注記】 

１．担保に供している資産 

 担保に供している資産およびこれに対応する債務は次のとおりであります。 

(1) 担保に供している資産 

 科目 工場財団 その他 

 建物 1,010,296千円 4,637千円 

 構築物 369,648 － 

 機械装置 133,159 － 

 工具器具備品 7,253 － 

 土地 1,411,546 79,725 

 合計 2,931,904千円 84,362千円 

 

(2) 上記に対応する債務 

 科目 金額  

 短期借入金 100,000千円  

 １年内返済予定長期借入金 169,994  

 長期借入金 533,402  

 合計 803,396千円  

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 5,490,188千円 

 

３．保証債務額 

 下記の会社の金融機関借入金に対して債務保証を行っております。 

 HKS USA,INC. 203,122千円  

 ㈱エッチ ケー エス 北海道サービス 55,700  

 日生工業㈱ 63,640  

 合計 322,462千円  

 

４．関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

短 期 金 銭 債 権 544,037千円 

長 期 金 銭 債 権 495,600 

短 期 金 銭 債 務 13,510 

 

５．取締役および監査役との間の取引による取締役および監査役に対する金銭債務 

短 期 金 銭 債 務 529千円 

 



 

－  － 
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【損益計算書に関する注記】 

関係会社との取引高 

売 上 高 1,511,106千円 

仕 入 高 174,141 

そ の 他 の 営 業 取 引 50,005 

営業取引以外の取引高 212,948 

 

【株主資本等変動計算書に関する注記】 

自己株式の種類および株式数に関する事項 
（単位：株）

株 式 の 種 類 前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数 

普 通 株 式 ― 500 ― 500 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものでありま

す。 

 

【税効果会計に関する注記】 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 (1) 流 動 の 部   

 （繰延税金資産）   

 未 払 事 業 税 2,052千円  

 賞 与 引 当 金 28,941  

 た な 卸 資 産 評 価 損 45,845  

 一 括 償 却 資 産 7,145  

 そ の 他 9,636  

 繰 延 税 金 資 産 合 計 93,620  

 （繰延税金負債）   

 特 別 償 却 準 備 金 127  

 繰 延 税 金 負 債 合 計 127  

 繰 延 税 金 資 産 の 純 額 93,493  

 

 



 

－  － 
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 (2) 固 定 の 部   

 （繰延税金資産）   

 貸 倒 引 当 金 141,300千円  

 退 職 給 付 引 当 金 80,156  

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 50,316  

 関 係 会 社 株 式 評 価 損 46,805  

 ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 1,699  

 繰 越 欠 損 金 237,550  

 そ の 他 23,069  

 繰 延 税 金 資 産 小 計 580,898  

 評 価 性 引 当 額 △225,704  

 繰 延 税 金 資 産 合 計 355,193  

 （繰延税金負債）   

 その他有価証券評価差額金 6,147  

 繰 延 税 金 負 債 合 計 6,147  

 繰 延 税 金 資 産 の 純 額 349,046  

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な

項目別の内訳 

 法 定 実 効 税 率 40.35％  

 （調整）   

 住 民 税 均 等 割 等 513.02  

 交際費等永久に損金に算入されない項目 76.74  

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 372.99  

 評 価 性 引 当 額 3,128.15  

 そ の 他 △  1.24  

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 3,384.03％  

 

【リースにより使用する固定資産に関する注記】 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額 

 機械装置 工具器具備品 合計 

取得価額相当額 10,248千円 32,226千円 42,474千円

減価償却累計額相当額 6,558 13,123 19,682 

期末残高相当額 3,689千円 19,102千円 22,792千円

 



 

－  － 
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２．未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 8,715千円  

 １年超 14,584  

 合計 23,300千円  

 

３．支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額 

 支払リース料 8,279千円  

 減価償却費相当額 7,802  

 支払利息相当額 545  

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各事業年

度への配分方法については、利息法によっております。 

 

６．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 役員及び個人主要株主等 

関係内容

属 性 会社等の名称
資本金又
は出資金 

事業の内容 
又 は 職 業 

議 決 権
等 の 所 有
( 被 所 有 )
割 合

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目 
期末残高 
（千円） 

長谷川 浩之 － 
当 社 代 表 
取締役社長 

被所有 
直接 37.1％

－ －
土地・建
物の賃借

10,893 － － 
役員および 
その近親者 

塩 川  修 治 － 当社監査役 
被所有 
直接 0.4％

－ －
特許出願等
の業務委託

14,276 未 払 金 529 

（注）１．取引条件および取引条件の決定方針等 

一般的取引条件によっております。 

２．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消

費税が含まれております。 

 



 

－  － 
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(2) 子会社等 

関係内容

属 性 会社等の名称
資本金又
は出資金 

事業の内容 
又 は 職 業 

議 決 権
等 の 所 有
( 被 所 有 )
割 合

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科 目 
期末残高 
（千円） 

製品の売上 645,065 売 掛 金 176,011 
HKS USA, INC.

千米ドル 
2,664 

自 動 車 
関連部品
の 販 売 

所有 
直接100.0％

役員
２名

－
債務保証 203,122 － － 

HKS EUROPE 
L I M I T E D

千英 
ポンド 

573 

自 動 車 
関連部品
の 販 売 

所有 
直接100.0％

役員
２名

－ 製品の売上 217,420 売 掛 金 123,686 

HKS(Thailand)
C o . L t d .

千タイ
バーツ 
8,000 

自 動 車 
関連部品
の 販 売 

所有 
直接 49.0％
間接 24.9％

役員
２名

－ 製品の売上 251,505 売 掛 金 112,357 

㈱エッチ ケー エス
北 海 道 サ ー ビ ス

千円 
70,000 

自 動 車 
関連部品
の 販 売 

所有 
直接100.0％

－ － 資金の貸付 48,400 長期貸付金 222,600 

子会社 

㈱エッチ・ケー・エス
ア ビ エ ー シ ョ ン

千円 
30,000 

超 軽 量 小 型 
飛行機用エン
ジ ン の 販 売 

所有 
直接100.0％

役員
１名

－ 資金の貸付 － 長期貸付金 200,000 

（注）取引条件および取引条件の決定方針等 

１．価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交

渉の上で決定しております。 

２．債務保証については、金融機関よりの借入金に対して当社が保証を行っておりま

す。 

３．資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。担保は受け入れ

ておりません。 

なお、㈱エッチ ケー エス 北海道サービスに対する貸付金については、平成

19年４月より経営支援のため利息を免除しております。 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

１．１株当たり純資産額 1,497円35銭 

 

２．１株当たり当期純損失 14円33銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純損失については、潜在株式が存在しないため記載

しておりません。 

（注）１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

当期純損失 71,989千円 

普通株式に係る当期純損失 71,989千円 

期中平均株式数 5,021千株 

 

【その他の注記】 

１．退職給付会計に関する注記 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

 確定給付型の制度として、定年退職者（勤続20年以上）を対象とした適格退職年

金制度および退職一時金制度を設けております。 



 

－  － 
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(2) 退職給付債務に関する事項 

 ①退職給付債務 △398,899千円  

 ②年金資産残高 216,596  

 ③未積立退職給付債務 ①＋② △182,302  

 ④未認識数理計算上の差異 △ 16,349  

 ⑤退職給付引当金 ③＋④ △198,652  

 

(3) 退職給付費用に関する事項 

 ①勤務費用 33,615千円  

 ②利息費用 8,028  

 ③期待運用収益 △ 3,183  

 ④数理計算上の差異の費用処理額 4,566  

 ⑤退職給付費用合計 43,027  

 

(4) 退職給付債務等の計算に関する事項 

 ①割引率 2.0％  

 ②期待運用収益率 1.5％  

 ③退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準  

 ④数理計算上の差異の処理年数 ５年  

 

２．減損損失注記 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しており

ます。 

 場 所 用 途 種 類 

 静 岡 県 富 士 宮 市 遊 休 資 産 土 地 

 当社は、事業用資産について管理会計上の区分を基礎とし、原則として工場および

各営業所単位で、遊休資産は個別物件単位でグルーピングを行っております。 

 上記の資産については、時価が帳簿価額に対して著しく下落しているため、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しており

ます。その内訳は土地23,846千円であります。 

 なお、当遊休資産の回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定

評価額又は固定資産税評価額を合理的に調整した価額に基づき算定しております。 

 

３．金額の表示 

 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

 



 

－  － 
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会計監査報告 

 
独立監査人の監査報告書 

 

 平成19年10月18日  

 株 式 会 社 エ ッ チ ・ ケ ー ・ エ ス  

 取締役会 御中  

   

 監査法人 トーマツ  

   

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 浅 野 裕 史 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 深 沢 烈 光 
  

 

 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エッ

チ・ケー・エスの平成18年９月１日から平成19年８月31日までの第34期事業

年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計

算書並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附

属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計

算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属

明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査

法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。 

 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ

の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

(41) ／ 2007/11/13 16:40 (2007/11/13 16:40) ／ wk_07411501_03_os2エッチケーエス様_招集_貸借対照表_P.doc 

41

監査役会の監査報告 

 監 査 報 告 書  

  当監査役会は、平成18年９月１日から平成19年８月31日までの第34期事業年度の取
締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、
監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたし
ます。 
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び
結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 
 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、監査計画
等にしたがい、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の
収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席
し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及
び財産の状況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必
要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す
る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）の状況を監視及び検証いたしました。子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を
受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書について検討いたしました。 
 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか
を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求め、これらに基づき当該事業年度に係る計算書類（貸
借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書）及びその附属明細書について検
討いたしました。なお、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保
するための体制」（会社計算規則第159条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質
管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等にしたがって整備している旨の
通知を受けました。 

２．監査の結果 
(1) 事業報告等の監査結果 

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく
示しているものと認めます。 

二 取締役の職務遂行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大
な事実は認められません。 

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま
た、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
 会計監査人監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 

 平成19年10月29日  
 株式会社エッチ・ケー・エス 監査役会  

 

常勤監査役 佐 野 洪 二 
監 査 役 戸 塚  聰 
監 査 役 塩 川 修 治 

  

 

 （注）常勤監査役 佐野洪二及び監査役 塩川修治は、社外監査役であります。  

以 上 



 

－  － 
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類 

 

議決権の代理行使の勧誘者 株 式 会 社 エ ッ チ ・ ケ ー ・ エ ス

 代表取締役社長 長谷川 浩 之
 

第１号議案 剰余金処分の件 

 剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。 

１．剰余金の処分に関する事項 

(1) 減少する剰余金の項目とその金額 

別途積立金 100,000,000円 

(2) 増加する剰余金の項目とその金額 

繰越利益剰余金 100,000,000円 

２．期末配当に関する事項 

(1) 配当財産の種類 

 金銭といたします。 

(2) 配当財産の割当に関する事項およびその総額 

当社普通株式１株につき金10円    総額 50,215,000円 

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日 

平成19年11月30日（支払開始日は12月３日といたしたいと存じま

す。） 

 



 

－  － 
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第２号議案 取締役６名選任の件 

 取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、

経営体制の強化のため取締役を２名増員し、取締役６名の選任をお願いする

ものであります。 

 取締役候補者は、次のとおりであります。 

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位および担当 
（他の法人等の代表状況） 

所有する当社 
株 式 の 数 

長 谷 川  浩  之
(昭和21年４月20日)

昭和48年10月 当社取締役 

昭和55年１月 当社代表取締役 

昭和56年５月 当社代表取締役社長（現任） 

平成12年５月 日生工業株式会社代表取締役社

長（現任） 

平成15年８月 株式会社エッチ・ケー・エス

アビエーション代表取締役社長

（現任） 

1,865,900株 

北 川 五 一
(昭和23年７月16日)

平成６年３月 当社入社 

平成６年10月 当社取締役 

平成６年10月 当社エンジン事業部（現事業開

発部）長（現任） 

平成９年11月 当社常務取締役（現任） 

90,000株 

豊 田  潤
(昭和26年４月16日)

平成８年２月 HKS USA,INC.取締役副社長 

平成10年７月 同社取締役社長 

平成10年11月 当社取締役（現任） 

平成15年２月 LIFECARE MOBILITY,INC.取締役

社長 

平成16年９月 HKS USA,INC.取締役会長（現

任） 

平成16年９月 HKS EUROPE LIMITED取締役会長

（現任） 

平成16年９月 LIFECARE MOBILITY,INC.取締役

会長（現任） 

－ 



 

－  － 
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氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位および担当 
（他の法人等の代表状況） 

所有する当社 
株 式 の 数 

松 本 典 彦
(昭和36年７月１日)

昭和59年12月 株式会社エッチ・ケー・エス・

販売入社 

平成10年11月 当社取締役（現任） 

平成10年11月 当社営業部長 

平成17年２月 当社海外営業部長（現任） 

平成19年７月 HKS（Thailand）Co.,Ltd.取締

役社長（現任） 

11,700株 

小 林  優
(昭和34年12月27日)

昭和57年４月 当社入社 

平成15年５月 当社開発企画推進部長 

平成15年11月 当社開発部長 

平成18年２月 当社第１開発部（現自動車開発

部）長（現任） 

7,000株 

望 月 明 人
(昭和37年２月27日)

昭和59年４月 当社入社 

平成14年４月 当社モータースポーツ部（現Ｍ

Ｓ開発部）長（現任） 

－ 

（注）１．取締役候補者長谷川浩之氏と当社との間に土地・建物の賃貸関係があります。 

２．その他の取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

 



 

－  － 
 

 

 

 

 

 

(45) ／ 2007/11/13 16:41 (2007/11/13 16:40) ／ wk_07411501_04_os2エッチケーエス様_招集_参考書類_P.doc 

45

第３号議案 監査役１名選任の件 

 監査役戸塚聰氏は、本総会終結の時をもって監査役を辞任されますので、

監査役１名の選任をお願いするものであります。 

 なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。 

 監査役候補者は、次のとおりであります。 

氏 名
( 生 年 月 日 )

略歴、当社における地位および担当 
（他の法人等の代表状況） 

所有する当社 
株 式 の 数 

植 松 敏 光
（昭和25年12月31日）

昭和44年４月 株式会社清水銀行入行 

平成14年４月 同行下野支店長 

平成15年10月 同行野中支店長 

平成16年10月 丸喜食品株式会社出向 

同社常務取締役（現任） 

－ 

（注）１．監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

２．植松敏光氏は、社外監査役候補者であります。 

３．植松敏光氏を社外監査役候補とした理由は、植松敏光氏は企業経営に関して幅

広い経験と高い知見を有しており社外監査役として当社の経営監視体制の充実

に寄与していただけると期待されるためであります。 

４．植松敏光氏は、選任後、会社との間で会社法第427条第１項の規定による責任

限定契約を法令の限度内で締結する予定であります。当該契約に基づく賠償責

任限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額となっております。 

 



 

－  － 
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第４号議案 退任取締役および退任監査役に対する退職慰労金贈呈の件 

 平成18年11月７日に死亡により取締役を退任された伊東光司氏および平成

19年５月31日をもって取締役を辞任された髙橋脩氏ならびに、本総会終結の

時をもって監査役を辞任されます戸塚聰氏に対し、それぞれ在任中の労に報

いるため、当社の定める内規に基づき、相当な範囲内で退職慰労金を贈呈い

たしたいと存じます。 

 なお、その具体的な金額、贈呈の時期および方法等は、退任取締役につい

ては取締役会に、退任監査役については監査役の協議にご一任願いたいと存

じます。 

 退任取締役および退任監査役の略歴は次のとおりであります。 

氏 名 略 歴 

伊 東 光 司

平成14年11月 当社取締役 

平成17年２月 当社常務取締役 

平成18年11月 死亡により退任 

髙 橋  脩
平成14年11月 当社取締役 

平成19年５月 辞任により退任 

戸 塚  聰 平成16年11月 当社監査役（現在に至る） 

 

以 上 
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株主総会会場ご案内図 
  

会場：静岡県富士宮市宮町14番２号 

富士宮市民文化会館小ホール 

TEL 0544－23－1237 

 

交通 ＪＲ身延線富士宮駅北口より  約1.1㎞ 

東名高速道路富士ＩＣより   約9.5㎞ 
西富士道路経由～東高前交差点左折 




